
DWSの

強固なプラットフォームから
提供される競争優位性の高いESGソリューション

出所：DWS

標準的なESG運用に加え、責任投資における
様々なニーズへのソリューションを提供
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DWSは責任投資の分野において20年を超える実績があります。

国連責任投資原則
（PRI）年次評価

（2020年時点）

A＋
ESG戦略の運用残高が

急成長
ESG特化型：

697億ユーロ
ESG関連:

4,510億ユーロ
（2019年末時点）
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1 組織的取組
 社内を横断的に統括するESG専門部署
 ESG専門リサーチ担当部署及びエンゲージメント担当
部署を設置

 運用担当者は全員、ESGの理解を深めるトレーニングを受講

 DWS独自のESGエンジンを活用
 運用プロセスの全ての段階にESG要因を統合
 重視する要因や統合手法はカスタム化が可能
 充実したディスクロージャー

運用力2

エンジン

実績と外部評価3

※最上位
※2019年分の責任投資の実施
状況に対する評価

v

議決権行使により

最も積極的に
ESG活動を支持
する運用会社
※外部評価機関調べ



DWSにおける責任投資の沿革〜20年超の実績〜

出所：DWS

1994
投資先の
株主総会に
積極的参加
を開始

2006
気候リスク
に対する
初の投資
を開始

2007
ESG 
インテグ
レーションの
開始

2011
運用担当者への
ESG指令を導入

議決権行使方針、
結果をオンライン
公表

2013
国際的な
議決権行使に関する
ガイドラインを整備

2010
ESG基準を
社内ガイド
ラインに統合

2016
テーマ･リサーチ
公表開始
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欧州におけるESG〜パリ協定とEU規制

2015年に世界の多くの国々による合意のもとで採択されたパリ協定では、国際社会全体で地球温暖
化対策を進め、産業革命以前と比べた世界の平均気温上昇を2℃未満に抑えることを目指しています。

EUでは、金融セクターにもこの課題解決に向けた取り組みへの参加を促しており、例えばサステナブル金融
に関する行動計画を通じ、投資助言にサステナビリティの観点を組み込むことを求めています。

1997
主要金融機関で初めて
マイクロ･ファイナンス
運用戦略開始

2008
国連PRI署名
ESGポリシーを整備

2014
DWS独自の
ESGエンジン
使用開始

2017
責任投資のリーダー
シップチーム発足

2018
SDGグローバル株式運用戦略開始

SDGをDWS ESGエンジンに統合

2019
DWSとしてサステナビリティ・
レポート公表開始
独自の気候移行リスク・
レーティングを開発

2020
DWSは米国における
ESG議決権行使の
先頭を走る運用機関
としての評価を獲得
（外部評価機関調べ）

コラム

DWSは、顧客資産の受託者、また、責任ある企業
として、世界の気温上昇による企業の収益性への影響
に注目しています。また、責任投資を追求する上で、
環境に対する配慮を超えて、ESGの全要素を考慮
すること、かつ可能な限り迅速に取り組むことが必要
であると認識しています。



ご留意事項

●投資信託に係るリスクについて
投資信託は、主に国内外の株式や公社債等の値動きのある証券を投資対象とし投資元本が保証されていないた
め、当該資産の市場における取引価格の変動や為替の変動等により投資一単位当たりの価値が変動します。した
がってお客様のご投資された金額を下回ることもあります。
また、投資信託は、個別の投資信託毎に投資対象資産の種類や投資制限、取引市場、投資対象国等が異なる
ことから、リスクの内容や性質が異なりますので、ご購入に際しては、事前に最新の投資信託説明書（交付目論見
書）や契約締結前交付書面の内容をご確認の上、ご自身で判断して下さい。

●投資信託に係る費用について
【お申込みいただくお客様には以下の費用をご負担いただきます。】
 購入時に直接ご負担いただく費用･･･購入時手数料 上限3.85％（税抜3.50％）
 換金時に直接ご負担いただく費用･･･信託財産留保額 上限0.5％
 投資信託の保有期間中に間接的にご負担いただく費用･･･運用管理費用（信託報酬） 上限2.068％
（税抜1.88％）

 その他費用･･･上記以外に保有期間等に応じてご負担いただく費用があります。
投資信託説明書（交付目論見書）、契約締結前交付書面等でご確認下さい。

≪ご注意≫
上記に記載しているリスクや費用項目につきましては、一般的な投資信託を想定しております。費用の料率につきま
しては、ドイチェ・アセット・マネジメント株式会社が運用するすべての投資信託のうち、徴収するそれぞれの費用におけ
る最高の料率を記載しております。投資信託の運用による損益は、すべて受益者に帰属します。投資信託は、金融
機関の預貯金と異なり、元本及び利息の保証はありません。投資信託は、預金または保険契約ではないため、預金
保険及び保険契約者保護機構の保護の対象にはなりません。登録金融機関を通じてご購入いただいた投資信託
は、投資者保護基金の対象とはなりません。投資信託に係るリスクや費用は、それぞれの投資信託により異なります
ので、ご購入に際しては、事前に最新の投資信託説明書（交付目論見書）や契約締結前交付書面の内容をご
確認の上、ご自身で判断して下さい。
なお、当社では投資信託の直接の販売は行っておりませんので、実際のお申込みにあたっては、各投資信託取扱い
の販売会社にお問合せ下さい。

ドイチェ・アセット・マネジメント株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第359号
加入協会：日本証券業協会、一般社団法人投資信託協会、

一般社団法人日本投資顧問業協会、
一般社団法人第二種金融商品取引業協会

当資料は、情報提供を目的としたものであり、特定の投資商品の推奨や投資勧誘を目的としたものではありません。当資料は、信頼できる情報をもとにドイチェ・アセッ
ト・マネジメント株式会社が作成しておりますが、正確性・完全性について当社が責任を負うものではありません。当資料記載の情報及び見通しは、作成時点のもので
あり、市場の環境やその他の状況によって予告なく変更することがあります。当資料に記載されている個別の銘柄・企業名については、あくまでも参考として記載したもの
であり、その銘柄・企業の株式等の売買を推奨するものではありません。
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